資料１

検証項目 ≪○現状と●課題≫
【退院に向けた支援】
	項　目　
	１．退院に向けた意欲の喚起
	小項目
	(1) 病院スタッフからの働きかけの促進

	
	1 病院スタッフの地域移行に関する理解の促進

	現状と課題
	（精神科病院職員研修）

○府内全精神科病院を対象に地域移行に関する研修会を開催予定（平成28年1月25日）
○精神科病院が、保健所等の協力の下で院内研修を実施（11月13日時点９病院）
○受講者アンケートの結果（速報）
「地域移行」の認知度…病院スタッフの３割強が知らない
「地域移行」の可能性…地域移行できる患者がいると思う病院スタッフが約８割
　●病院職員に対し、地域移行に関する研修の継続的実施と参加しやすい環境整備が必要
（アドバイザー・ピアサポーター事業）

　○院内交流会や病棟訪問活動を受け入れる病院の増加

　○病院スタッフ向けに社会資源見学会等を実施

　●交流会などの働きかけが退院（地域移行）に結びついていない。


	方策
	●勤務時間内の院内研修受講を認めるよう、施設基準上の配慮を国へ要望


	項　目　
	１．退院に向けた意欲の喚起
	小項目
	(1) 病院スタッフからの働きかけの促進

	
	2 患者の退院意欲喚起を行うことができる環境の整備

	現状と課題
	(精神病床の地域移行支援機能の強化)
●精神病床において、

　ハード面（外部との交流ができる場所の設置や院内設備をより地域生活に即した形にする）

　ソフト面（外部との交流の推進や地域生活につながる訓練の実施）

　双方での整備の推進が必要。
(病院の医師、看護師等が地域生活を支えるための医療に移行できる環境の整備推進）
●スタッフへの研修や多職種連携支援技術の習得等の整備が必要。


	方策
	


	項　目　
	１．退院に向けた意欲の喚起
	小項目
	(2) 外部の支援者等との関わりの確保

	
	1 ピアサポート等の更なる活用

	現状と課題
	（入院患者に対する活動）
○院内交流会での体験談発表
○病棟訪問時の患者との交流

○入院患者への個別面会

　

（関係者・地域における理解啓発活動）　

　○院内研修会での病院スタッフに対する体験談発表

　○市町村自立支援協議会など、地域における理解啓発活動への参加

（ピアサポーターのあり方について）　
○事業所独自の取り組みであるため、資格要件や活動内容等に統一した基準がない

○ピアサポーターの活動内容には、単発の体験談発表から個別の入院患者への継続的な面会活動まで、その経験等に応じた活動の幅がある。

　○ピアサポーターの活動に対する考え方が２通りある（仕事として・仲間として）

○研修を実施し、ピアサポーターを養成している事業所がある
○事業所内で当事者のミーティングを開催し、その中から個別に体験談発表等を依頼する事業所もある


	方策
	


	項　目　
	１．退院に向けた意欲の喚起
	小項目
	(2) 外部の支援者等との関わりの確保

	
	2 地域の障がい福祉事業者等の更なる活用

	現状と課題
	（地域体制整備コーディネーターに関すること）

○地域体制整備コーディネーターの活動内容が入院患者に周知されていない

○院内交流会などへの働きかけから個別給付につながるケースは少ない

○連携を密にしていくために、精神科病院への指導権限を持つ保健所に対し精神科病院と地域

との橋渡しをしてほしいとの地域体制整備コーディネーターからの要望がある

●地域移行支援対象者への働きかけに対応するための専門性の向上が必要

●「地域移行支援」の支給決定前の働きかけが重要
●継続して病院を訪問できる仕組みが必要
●他圏域からの入院者に対する働きかけ・支援の方法についての検討が必要（広域調整）
　

	方策
	


	項　目　
	１．退院に向けた意欲の喚起
	小項目
	(2) 外部の支援者等との関わりの確保

	
	3 関係行政機関の役割

	現状と課題
	（退院支援委員会の実施状況の把握）

○精神医療審査会や精神科病院実地指導により実施状況や内容について把握している。

○地域医療介護総合総合確保基金を活用した精神科病院における入院者退院支援委員会推進事業により、地域における医療と福祉の連携体制を整備し、早期の退院支援を推進している。

●退院支援委員会の運営内容を改善するための検討が必要

●外部機関の職員が参画することで、早期からの退院への意欲の醸成を進めるために、入院者退院支援委員会推進事業の利用促進についての検討が必要
（保健所・市町村のコーディネート機能の強化）　

●事業所との連携のあり方・手法について検討が必要

（入院中の精神障がい者の実態把握の促進）

●平成12年度から大阪府が実施している在院患者調査結果について、保健所・市町村に送付したローデータが活用されていないため、データ分析をして提供することが必要
（非自発的入院患者の地域移行支援）

●入院後も保健所や市町村が継続的に関与し、事業所との連携のあり方・手法について検討が必要
（精神科病院が地域に開かれたものとなるようにするための環境整備)
○より良好な療養環境を目指して、大阪府精神科医療機関療養環境検討協議会を大阪精神科病院協会の協力を得て開催している。

●改善事項がなかなか改善されない病院について、さらなる取り組みが必要。


	方策
	


	項目
	２．本人の意向に沿った移行支援

(移行先への「つなぎ」機能の強化)
	小項目
	(1) 地域移行後の生活準備に向けた支援

	現状と課題
	（本人の意向に沿った支援計画の作成、精神障がい者の意思決定及び意思の表明の支援）

○院内交流会や病棟訪問活動による、地域の支援者や当事者からの情報提供を実施

●患者本人が支援者と一緒に地域移行のプロセスを確認できる取り組みが必要

●病棟スタッフと地域の障がい福祉事業者が地域移行について話し合える場の確保が必要
　●家族も周囲も安心して退院に同意できる環境調整が必要

●重複障がい者や高齢障がい者など個人の状況に合わせた支援コーディネートが必要
（退院後に利用可能なサービス等の検討と準備）

●退院意欲の醸成とともに、入院中から精神障がい者保健福祉手帳の申請や障がい年金受給に向けた支援、退院後に利用可能な福祉サービス等について検討と準備ができるような取り組みが必要（地域移行支援支給決定前の本人の体験の重要性）
●入院中から地域生活を体験する機会の確保をし、病院スタッフも同行できる仕組みづくりが必　　

　要

	方策
	


	項目
	２．本人の意向に沿った移行支援

(移行先への「つなぎ」機能の強化)
	小項目
	(2) 地域移行に向けたステップとしての支援

	
	（実際の地域生活につながるような生活能力を身につけるための支援方法の検討）

○入院患者が地域の社会資源を知るための見学会を実施
○病棟スタッフのミーティングやカンファレンスにアドバイザー（地域体制整備コーディネー

ター）が参加している病院もある

●入院の直後から、退院に向けて病院と地域が協働して取り組むことが重要

●入院中から「地域生活の体験」や「体験宿泊」ができる場所の確保が必要

（退院後生活環境相談員等との連携）

○退院支援委員会に地域の福祉サービス事業者が参加するケースが少ない

（個別給付に至るまで、もしくは個別給付によらない地域移行支援）

●地域移行の事例を検討できる場を設けることが必要
●短期の入院者と長期入院者の退院支援の方法を分けて検討することが必要
（医療サービスと福祉サービスの連携）

　●精神科病院の精神科退院前訪問指導等(療養の給付)と地域移行支援給付(障がい福祉サービス)との連携に配慮することが必要

	方策
	　


【地域生活の支援】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	項　目　
	(1) 居住の場の確保

	現状と課題
	○退院時の住まいの確保が困難なことが退院阻害要因になっている
○入院患者が退院後の在宅生活をイメージするための体験利用できる場所がほとんどない　　　

○ひとりひとりの希望や状態に応じた住まいの確保のため、どのような居住の場がどれくらい

必要なのか明らかにできていない



	方策
	


	項　目　
	(2) 地域生活を支えるサービスの確保

	
	再発・再入院を防ぎ、地域生活を維持・継続するための医療・障がい福祉サービスの充実

	現状と課題
	（医療サービス）

　○保健所の効果的なアウトリーチのノウハウの蓄積の為、精神医療センターに委託してモデル事業を実施。

　○精神科訪問看護ステーション整備事業において、ステーションの新設と機能強化のための拡充を行った。

　●モデル事業によって蓄積されたノウハウをどのように府内に広げていくかの検討が必要。
（障がい福祉サービス）

　○地域定着支援の給付を受けずに退院後の支援をしている相談支援事業所がある
○ピアサポーターが入院中から関わりを持ち、退院後も継続して本人に対する寄り添い支援をしている事例がある
●利用可能な社会資源不足の解消が必要

（医療サービスと福祉サービスの連携）
　●地域生活を支えるためのサービスや相談支援等に関し、医療及び福祉サービス等が総合的に

提供される方策について検討する必要がある

	方策
	


【関係行政機関の役割】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	現状と課題
	○地域移行について協議する場（部会）が設置されていない市町村がある。

○基幹相談支援センターが全市町村に設置されていない

○地域体制整備コーディネーターの配置について、どこが主体的にとりくむべき課題であるか明確になっていない

●働きかけを専門に行うスタッフの配置が必要

●他圏域への入院者も含めた地域移行の対象になる事例を病院と地域とで協議する場が必要

　（自立支援協議会の部会メンバーで、精神科病院への働きかけを行っているところもある）

●精神科病院の地域偏在に対応するため、関係機関調整及び市町村負担面における広域調整の必要性


	方策
	


その他

【個別給付との関係】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	現状と課題
	○相談支援事業所の数が不足しているため、タイミングよく患者の支援ができない

○精神障がい者の地域移行を受け入れる一般相談支援事業所がない市町村があり、働きかけをし

ても、地域移行支援につながらない
○働きかけを行っても、必ずしも個別給付に結び付いていない。

○地域移行支援を使わなくても、病院と地域が既存の関係性の中で退院支援をしている。

○「地域移行支援」の利用を考えても、手続きが煩雑なこと、それにより本人の気持ちの高まりとのタイミングがずれることなど利用のしにくさから、利用せずに退院する方法を選択する場合が多い
○支援を開始する時点で本人の中に退院のイメージがあるか、退院後の支援がある程度確保され
ていなければ難しい
○精神障がい者の地域移行には時間がかかり、期間が６か月では不足

●働きかけの部分（患者の退院意欲喚起）に対する報酬の充実が必要

●病院が遠隔地である場合の交通費加算制度が必要


	方策
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